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当地以前に他国に居住暦があり、

通算で２年以上継続して海外に

居住しており、かつ、日本国内の住

民票は抜いている。 

 

はい 

はい 

【アップロードする必要書類】 

１． 有効な日本国旅券（顔写真ページ） 

※代理申請の場合は、申請者・代理人双方の旅券が必要です。 

２． 戸籍謄本（発行日不問・データ）全ページ 

又は、戸籍電子証明書用提供識別符号（数字１６桁）を入力 

３． 当地での 2年以上継続した居住の、期間・住所・居住者氏名が確認できる書類 

・申請時点で２年間の当地居住を満了している必要があるため、少なくとも申請

時から遡って過去2年分（申請年に加え過去2年間）の書類のアップロードが求

められます。 

      下記のいずれか、または組み合わせを「滞在期間を確認できる書類」又は「住所が 

      確認できる書類」のいずれかの枠にアップロードしてください。 

【有効な書類】 

➢ EJARI（Land Department でダウンロードできます。なお EJARI 登録前の

Tenancy Contract は有効な書類として扱っておりません。EJARI（Tenancy 

Contract Information Registration Certificate）をご提示ください。） 

➢ ホテルレジデンス、ホテルサービスアパートメント、フリーゾーンの賃貸借契約書 

➢ Title Deed（QR コード付） 

➢ 勤務先発行の Accommodation Letter (航空会社やホテル等勤務の方) 

➢ DEWA, Etisalat, Du からの書類 (Summary, Statement, Invoice*等) 

*1: Invoice の場合、申請年を含めた少なくとも過去３年分の「申請月 

または前月」と同月の Invoice をアップロードしてください。 

（例：申請月または前月が 2025 年 6 月 →2025 年 6 月、2024 年 6 月， 

2023 年 6 月の Invoice をアップロード） 

*2: 直近２年の間に当地で住居の変更（引っ越し）があった場合：住所を変更

した年月の Invoice もあわせてアップロードしてください。 

   

 

「形式２」を選択してください。 「形式１」を選択してください。 

 

現住居（アパート、家、ホテル）に継続して２年以上住んでいる。 

（少なくとも３年目の契約に入っている。） 

いいえ はい 

「戸籍の附票」

にて免税制度

をご利用いただ

けます。 

（本籍地役場

で取得をしてく

ださい。広域交

付制度対象外

です。） 

免税制度は対象

外です。 

免税目的 

✔ 免税制度を利用する方が、個別に申請をする必要があります。  ✔ご不明な点があれば Q&A もご参照ください。 

✔ 当地での 2 年以上の継続した居住が確認できることが発給要件です。   ✔ 有効期間は発行日から６か月間です。 

✔ 直近２年の間に当地で住居の変更（引っ越し）があった場合は、「形式２」を選択してください。 

✔ 免税目的での申請では、「形式２」に同居家族の記載はできません（個別に申請をする必要があります）。 

 

 

当地に２年以上、継続して居住している。 

いいえ 

いいえ 

https://www.moj.go.jp/content/001434764.pdf
https://dubailand.gov.ae/en/MyDLD/#/login/sso/1/
https://www.dubai.uae.emb-japan.go.jp/files/100879638.pdf
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                              【補足】 

■住所確認書類について 

• 「当地に２年以上継続して居住している期間・住所・居住者氏名が確認できる書類」が会社名義の場合は、 

申請者の居住を証明する会社発行のレター（自由形式。期間・住所・居住者氏名を明記）を追加でアップ

ロードしてください。  
 

• 「当地に２年以上継続して居住している期間・住所・居住者氏名が確認できる書類」が、夫(妻)又は父(母)

名義の方は、戸籍謄本により関係性が確認できるため、追加書類の提出は不要です。 
 

• 「当地に２年以上継続して居住している期間・住所・居住者氏名が確認できる書類」が申請者名義ではなく、

かつ上記のいずれでもない場合は、申請者の居住を証明する名義人発行のレター（自由形式。期間・住所・

居住者氏名を明記）を追加でアップロードしてください。  
 

• 携帯電話の Invoice や支払書等はお受け付けできません。 
 

• 「当地に２年以上継続して居住している期間・住所・居住者氏名が確認できる書類」が提出できない方は、そ

の事情を説明のうえ、当館までメール（ryouji@du.mofa.go.jp）にて個別にご連絡・ご相談ください。 

■住所表記について 

• 在留地住所は「当地に２年以上継続して居住している期間・住所・居住者氏名が確認できる書類」に記載さ

れている通りに記入してください。書類に記載がない名称や情報は証明できませんので、記入しないでください。 
 

• 「形式２」の過去の住所は、日本語で記入してください。記号的な英数字以外はカタカナでかまいません。

（例：アラブ首長国連邦 ドバイ首長国 ワールドトレードセンター ラシッドタワー28 階） 
 

• ２年以上の居住期間を証明したい場合、証明したい期間分すべての書類をアップロードしてください。 

 


